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令和元年5月28日

利根川上流域大規模氾濫に関する減災対策協議会

資料２－４



1

(1)平成30年度のマッチングの支援

協議会・
幹事会で
マッチング

先行事例として他の
市区町に発信したい

事例の収集

検討方法に悩んでしまっている
事例の収集

先行事例の収集ニーズの掘り起こし

取組
番号 取組項目 自治体名

20 要配慮者利用施設の避難計画の
作成及び訓練の促進

伊勢崎市,
葛飾区

24 氾濫特性を考慮した被害シナリオと
緊急避難及び広域避難計画の策定 東京都

26 広域避難を考慮したハザードマップの
作成・周知

加須市
北川辺町

33 小中学生を対象とした講習 板倉町

34 水災害の被害や教訓の伝承、
防災知識の住民への周知 江戸川区

45 庁舎、災害拠点病院等の水害時に
おける対応強化 埼玉県

49 水害時に行政機能を維持するBCPの
策定 常総市

取組
番号 取組項目 要望数

20 要配慮者利用施設の避難計画の作成及び訓練の促進 11

26 広域避難を考慮したハザードマップの作成・周知 3

33 小中学生を対象とした講習 3

49 水害時に行政機能を維持するBCPの策定 3

11 まるごとまちごとハザードマップ整備・拡充 2

22 大規模工場の避難計画の作成及び訓練の促進 2

45 庁舎、災害拠点病院等の水害時における対応強化 2

24 氾濫特性を考慮した被害シナリオと緊急避難及び
広域避難計画の策定 1

27 避難勧告発令に着目したタイムラインの作成 1

50 水害に対応した企業BCP策定への支援 1

・協議会の自治体間で、「先行事例から学びたい取組」、「先行事例として他自治体に発信できる取組」の聴き取り結果からマッチングを
行った。
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(2)マッチング事例紹介の実施概要

№ 取組名 自治体名

① 20 要配慮者利用施設の避難確保計画 伊勢崎市

② 20 要配慮者利用施設の避難確保計画 葛飾区

③ 24 氾濫特性を考慮した被害シナリオと広域避難計画の策定 東京都

④ 26 広域避難を考慮したハザードマップの作成・周知 加須市北川辺町

⑤ 33 小中学生を対象とした講習 板倉町

⑥ 34 水災害の被害や教訓の伝承、防災知識の住民への周知 江戸川区

⑦ 49 水害時に行政機能を維持するBCPの策定 常総市

⑧ 45 庁舎、災害拠点病院等の水害時における対応強化 埼玉県

平成31年2月28日開催の幹事会において、８自治体からそれぞれの取組の
概要について説明と意見交換を行った。
各取組の説明の概要をP3～5に示す。

マッチング事例紹介の取組名と情報発信した自治体
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発表
順

１．伊勢崎市 ２．葛飾区 ３．東京都

取組
名

20 要配慮者利用施設の避難確保計画 20 要配慮者利用施設の避難確保計画
24 氾濫特性を考慮した被害シナリオと

広域避難計画の策定

説明
概要

対象施設の選定方法、県と市の役割分担、
各施設との調整方法、各施設の計画作成支
援内容について

対象施設の選定基準、各施設との調整方
法、各施設の計画作成と訓練の支援方法に
ついて

「首都圏における首都圏における大規模水
害広域避難検討会」の検討経緯と主な検討
内容、今後の予定について

説明
内容

○対象施設のリスト作成方法

・ 防災担当課が担当者会議を開催し、関
係課にリスト作成を依頼。

・ 民生担当課が県から情報を入手し県の
所管施設もリストを作成。

○各施設との調整方法

・ 関係課が分担して実施。民生担当課が
窓口で施設管理者宛に説明会を開催。説明
会での説明や質疑応答は防災担当課、そ
の後の問合せ対応は民生担当課で対応。

○各施設の計画作成の支援方法

・ 国土交通省作成の手引きや雛型のデー
タを説明会で配布・説明。

○各施設の訓練の支援
・ 各施設の訓練の支援は行っていない。

○対象施設の選定基準

・ 障害者・高齢者の利用施設については、
宿泊型を対象とし、通所型は対象外とした。

・ 未就学児の利用施設は、通所型もふくめ
て対象とした。
・ 小中学校は対象。
・ 医療機関は、有床の機関を対象
・ 合計389施設を対象とした。

○各施設との調整方法

・ 周知文は危機管理課が作成、施設類型
ごとに避難確保計画の説明会を11回実施。

○各施設の計画作成の支援方法

・ 施設類型ごとに避難確保計画の雛型を９
種類作成し、区のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞに掲載。最低限
の情報を記載すれば、計画の最低限のレベ
ルに達することができる。

○各施設の訓練の支援
・ 避難情報伝達訓練を年1回程度、防災講
習会を年1回程度実施する。

○検討経緯
・ H30年6月に内閣府の洪水・高潮WGの

最終報告を踏まえ、東京都と内閣府共同で
「首都圏における首都圏における大規模水
害広域避難検討会」を設置した。

○対象とする災害
・ 内閣府WGでは江東5区の荒川・江戸川
の氾濫を想定していたが、H30年6月からの

検討会では高潮も含めて、対象自治体も拡
大して検討を進めている。

○構成員

・ 都内自治体、国、陸上自衛隊、警視庁、
東京消防庁、隣接県、交通事業者である。

○主な検討内容

・ 広域避難場所の確保、情報発信のあり
方と避難手段の確保・避難誘導であり、臨
時ダイヤの検討等を進めている。来年度末
までに各関係機関の役割分担と連携のあり
方をタイムラインとしてとりまとめ予定である。

８自治体が事例紹介を行った取組の概要を下表に示す。

(2)マッチング事例紹介の実施概要



発表
順

４．加須市北川辺町 ５．板倉町 ６．江戸川区

取組
名

26 広域避難を考慮したハザードマップの作
成・周知

33 小中学生を対象とした講習
34 水災害の被害や教訓の伝承、防災知識

の住民への周知

説明
概要

広域避難の避難行動を示したハザードマッ
プ等の作成経緯と活用方法、今後の課題に
ついて

小学校4年生を対象とする水防学校の開催

経緯と関係者の調整、費用、参加者の感想、
実施効果について

区作成の区民啓発用動画の紹介と江東5
区の大規模水害広域避難計画及び水害ハ
ザードマップの公表、今後の課題について

説明
内容

○検討経緯
・ H22年度以降、利根川上流河川事務所、
片田教授、周辺市町と検討を進めている。

・ 平成28年度からは“関東どまんなかサ

ミット会議”における調整・検討を進めており、
水害のみを対象に災害時相互応援協定の
締結、避難場所、避難所の相互利用を追加
してきた。

○マップ作成状況について
・ H29年3月に北川辺地区を対象に、広域

避難の避難行動を示したハザードマップを
作成した。また、水害時の避難行動マップを
作成した。

○周知方法

・ 主に北川辺地区の出前講座等で使用し
ている。また、広域避難訓練の際に説明資
料として活用している。

○今後の課題

・ 想定最大規模降雨に係る浸水想定区域
の公表に伴う避難所の再調整、ハザード
マップの更新である。

○検討経緯
・ 小学校4年生を対象に“水防学校”を開催。
平成22年度から取組みを実施。23年度から
町内全小学校の4年生を対象に開催。

○実施内容

・ 利根川上流河川事務所の出前講座を活
用し、講師の派遣を依頼。今年度はマイタイ
ムラインの作成、降雨体験車による集中豪
雨の体験等を実施。

○実施に向けた調整と費用

・ 板倉町、利根川上流河川事務所、各小
学校、板倉消防署が分担して調整・物品準
備を実施。費用は、消耗品程度であまりか
かっていない。

○参加者の感想（終了後のアンケートより）

・ 参加児童から内容が「分かった」という回
答が多く、教員からは「今後も続けて欲し
い」という要望が多かった。

○その他

・ マイタイムラインは、子どもが家庭に持ち
帰り、親と一緒に考えることが意識を高める
ことに繋がると思う。

○検討経緯
・ 江戸川区は、墨田区、江東区等の江東5
区と協議会を立ち上げて大規模水害時の広
域避難について片田先生の指導をいただき
ながら検討してきた。昨年8月に「江東5区大
規模水害広域避難計画」及び「江東5区大
規模水害ハザードマップ」を作成し公表した。

○周知方法
・ 江東5区での周知として、シンポジウムを

開催している。講演会や説明会等において
住民にはなかなか受け入れてもらえない場
合があるが、江戸川区は0ｍ地帯にあり、浸

水時には自らの命を守るために広域避難し
て欲しいと説明をしている

○今後の課題

・ 避難計画の中で避難場所を示せていな
いことであり、250万人に及ぶ住民が避難す
る先を検討しているところである。

○その他

・ 区民向け啓発用動画「広域避難で命を守
る」を作成し、ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞで公開（全体24分）

4

(2)マッチング事例紹介の実施概要
８自治体が事例紹介を行った取組の概要を下表に示す。



5

発表
順

７．常総市 ８．埼玉県

取組
名

49 水害時に行政機能を維持するBCPの策定 45 庁舎、災害拠点病院等の水害時における対応強化

説明
概要

H27年9月の関東・東北豪雨時の常総市役所の被害及び行政機

能への影響実態と、その後進めているソフト、ハード対策の内容に
ついて

埼玉県が進めている災害拠点病院のBCP策定に向けた取組み
状況と今後の課題について

説明
内容

○H27年9月の関東・東北豪雨時の常総市役所の被害状況

・ 常総市役所が浸水して行政機能が停止した。予め地域防災計
画で役割分担を決めていたが、市の職員が自分の役割を理解し
ておらず、災害対応業務について何をするべきか分からなくなった。

・ 市庁舎が浸水想定区域に含まれていたが浸水対策を考えてお
らず、庁舎1階が浸水することで機能が麻痺した。

・ 非常用電源も１回に設置していたため、浸水して使えず、完全
に停電した。復旧には32時間を要し、災害対策本部の対応に大き
く影響した。

○H27年9月豪雨時の被害を踏まえた対応

・（ソフト対策）職員の災害時初動マニュアルを策定し、個人行動
整理表を作成した。また、「地震」と「風水害」のBCPを策定中であ
る。

・（ハード対策）浸水対策として、庁舎の周りに浸水防止板を設置
できるようにした。また、非常用電源の周りに防水壁を整備し、関
東・東北豪雨時の浸水実績に対応できるようにした。

庁舎の浸水防止板は、平常時は倉庫に保管してあり、水害時に
はトラック等で運び出して運用する。

○検討経緯

・ 埼玉県では平成28年度時点で災害拠点病院が18施設あり、
BCPは4施設しか策定されていなかった。
・ 平成29年1月に災害拠点病院のBCP策定の情報交換会を開
催し、コンサルによるBCP作成のポイント説明や作成済の病院の
体験談の紹介、意見交換を実施した。
・ その後、平成29・30年度にはセミナーの開催や講習会の開催
について情報提供を行った。

○取組による効果

・ BCPを策定した災害拠点病院は、平成30年6月末時点で12施
設まで増え、平成30年度末までには全施設で作成完了の予定で
ある。

・ セミナーに参加した施設からは参考になったとの回答を得られ
ている

○今後の課題

・ 院内調整及び周辺の関係機関、消防本部等との調整が必要と
なるため、病院だけではなく、関係機関への周知も必要と考えて
いる。

(2)マッチング事例紹介の実施概要
８自治体が事例紹介を行った取組の概要を下表に示す。
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(3)マッチング事例紹介の各取組の説明資料

発表順 自治体名 先行事例の取組
説明資料記載

頁

① 伊勢崎市 20 要配慮者利用施設の避難確保計画 7～18

② 葛飾区 20 要配慮者利用施設の避難確保計画 19～23

③ 東京都 24 氾濫特性を考慮した被害シナリオと広域避難計画の策定 24

④ 加須市北川辺町 26 広域避難を考慮したハザードマップの作成・周知 25～30

⑤ 板倉町 33 小中学生を対象とした講習 31～38

⑥ 江戸川区 34 水災害の被害や教訓の伝承、防災知識の住民への周知 39～41

⑦ 常総市 49 水害時に行政機能を維持するBCPの策定 42

⑧ 埼玉県 45 庁舎、災害拠点病院等の水害時における対応強化 43

目 次
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■要配慮者利用施設の避難確保計画 群馬県伊勢崎市
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■要配慮者利用施設の避難確保計画 群馬県伊勢崎市

高崎市 前橋市
長野新幹線

伊勢崎市

ＪＲ両毛線

東武伊勢崎線

上信越自動車道
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■要配慮者利用施設の避難確保計画 群馬県伊勢崎市

（１） 対象施設の選定基準

（２） 県と市の役割分担

（３） 各施設との調整方法

（４） 各施設の計画作成の支援方法

（５） 各施設の訓練の支援方法
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■要配慮者利用施設の避難確保計画 群馬県伊勢崎市

（１） 対象施設の選定基準

（２） 県と市の役割分担

（３） 各施設との調整方法

（４） 各施設の計画作成の支援方法

（５） 各施設の訓練の支援方法

・防災担当課が関係各課の担当者会議を開催し、担
当課に対しリスト作成を依頼
子育て支援課（児童福祉施設）
こども保育課（保育施設）
障害福祉課（障害者関係施設）
高齢政策課（高齢者施設）
介護保険課（介護保険施設）
健康教育課（幼稚園、小・中学校等）

・作成されたリストの中で浸水想定区域内にある要
配慮者利用施設を市地域防災計画資料編へ記載
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■要配慮者利用施設の避難確保計画 群馬県伊勢崎市

（１） 対象施設の選定基準

（２） 県と市の役割分担

（３） 各施設との調整方法

（４） 各施設の計画作成の支援方法

（５） 各施設の訓練の支援方法
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■要配慮者利用施設の避難確保計画 群馬県伊勢崎市

（２） 県と市の役割分担

・民生担当課が、県から情報提供してもらい県所管
の施設についてもリストを作成
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■要配慮者利用施設の避難確保計画 群馬県伊勢崎市

（１） 対象施設の選定基準

（２） 県と市の役割分担

（３） 各施設との調整方法

（４） 各施設の計画作成の支援方法

（５） 各施設の訓練の支援方法
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■要配慮者利用施設の避難確保計画 群馬県伊勢崎市

（３） 各施設との調整方法

・民生担当課が、施設管理者宛に水防法の一部改正に伴
う避難確保計画についての説明会を開催

・施設管理者への開催通知作成・発送は民生担当課で対
応

・説明会での説明及び質疑応答は、防災担当課が対応

・その後の問合せ窓口は、民生担当課で対応
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■要配慮者利用施設の避難確保計画 群馬県伊勢崎市

（１） 対象施設の選定基準

（２） 県と市の役割分担

（３） 各施設との調整方法

（４） 各施設の計画作成の支援方法

（５） 各施設の訓練の支援方法
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■要配慮者利用施設の避難確保計画 群馬県伊勢崎市

（４） 各施設の計画作成の支援方法

国土交通省作成の計画作成を支援する手引きや、
ひな形のデータを施設管理者説明会で配布・説明を
して対応
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■要配慮者利用施設の避難確保計画 群馬県伊勢崎市

（１） 対象施設の選定基準

（２） 県と市の役割分担

（３） 各施設との調整方法

（４） 各施設の計画作成の支援方法

（５） 各施設の訓練の支援方法
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■要配慮者利用施設の避難確保計画 群馬県伊勢崎市

（５） 各施設の訓練の支援方法

訓練についての支援は特に行っていません
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■要配慮者利用施設の避難確保計画 葛飾区

対象施設の選定基準

障害者・高齢者の利用施設
➢施設規模に関わらず、宿泊型施設（特別養護老人ホーム・グループホーム等）は対象
➢通所型施設（デイサービス等）は、避難情報に基づいて閉所すれば良いので対象外

未就学児の利用施設
➢保護者が勤め人や医療従事者等で、避難情報が発表されても長時間引き取りが困難なこ
とも想定されるため、通所型施設も含めて対象（施設規模に関わらず、保育ママも対象）

小・中学校
➢開校中に避難情報が発表された場合に、児童・生徒の生命を守る必要があり、適切な防
災行動が取れるように、小・中学校も対象

医療機関
➢施設規模に関わらず、有床の医療機関は対象
➢有床ではない医療機関は、避難情報に基づいて閉所すれば良いので対象外

対象３８９施設
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■要配慮者利用施設の避難確保計画 葛飾区

各施設との調整方法

施設管理者への周知・依頼方法
➢周知文等は危機管理課が作成し、各施設の所管課は周知文を施設管理者に送付
する

指導方法
➢施設類型ごとに、避難確保計画作成のための説明会を実施した（全１１回）

避難確保計画の提出先
➢危機管理課
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■要配慮者利用施設の避難確保計画 葛飾区

各施設の計画作成の支援方法

施設類型ごとに避難確保計画の雛形を作成した
（１）有床医療機関編
（２）老人ホーム・老人保健施設・障害者入所施設編
（３）認知症グループホーム等編
（４）障害児入所施設編
（５）公立小・中学校編
（６）私立学校編
（７）保育施設・児童発達支援施設編
（８）保育ママ編
（９）児童養護施設編

※施設類型ごとに、取り組むべきことや考慮すべきこと等を雛形に盛り込み、
雛形に施設の基本情報を入力すれば、避難確保計画が完成できるようにした
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■要配慮者利用施設の避難確保計画 葛飾区

避難確保計画の雛形の記載例【認知症グループホーム等編】
≪ 情収集伝達要員の留意事項 ≫
○葛飾区が避難準備・高齢者等避難開始を発表する前でも、積極的に気象情報や雨量等の
情報収集をすること。
○浸水すると、電気・ガス・水道・下水道・通信といったライフラインは使用できなくな
ることを、あらかじめ理解しておくこと。河川の氾濫によって浸水をすると、２週間以上
にわたって浸水が続くおそれがあることも、理解しておくこと。
○３ｍ以上の浸水があると、２階まで浸水をしてしまうため、３階以上へ避難をする必要
がある。施設の浸水想定深を洪水ハザードマップで確認しておくこと。

≪ 避難誘導要員の留意事項 ≫
○通所型施設が併設されている場合には、保護者の引き取り困難な利用者が、自宅への帰
宅を希望しても、施設に留めること。利用者が一人で帰宅をして、適切な避難行動を取れ
ないと、氾濫に巻き込まれて生命の危険がある。また、マンションの高層階に居住してい
ても、浸水をすると孤立して、救助を待つこととなる。大型の福祉施設には優先的に救助
が駆けつける可能性が高いが、家屋やマンションで孤立している人の救助が完了するには
数週間もの時間が見込まれている。
○浸水しないフロアが施設にない場合には、近くの小・中学校等へ避難をすること。施設
外へ避難をする際には、ブレーカーとガスの元栓を切ることが望ましい。
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■要配慮者利用施設の避難確保計画 葛飾区

各施設の訓練の支援方法

要配慮者利用施設を対象とした、避難情報伝達訓練を実施する（年１回程度）

➢登録を希望した要配慮者利用施設を対象に、避難情報を電話・FAXで一斉送信す
る訓練を実施する。
➢区からの電話・FAXを受けた施設は、避難訓練を実施したこととする。

※（株）アルカディアのスピーキャンシステムを利用
パソコンに入力した文章を、音声化して電話で一斉発信できる。
FAXやメール、エリアメール等でも一斉発信できる。

要配慮者利用施設を対象とした、防災講習会を実施する（年１回程度）

➢要配慮者利用施設の職員を対象とした、水害・地震対策の講習会を実施する。
➢職員を参加させた施設は、避難訓練を実施したこととする。



【検討会の構成員】

・座 長：東京都総務局、内閣府(防災担当)

・構成員：都内自治体、

国(関東地方整備局、気象庁など)、

陸上自衛隊、警視庁、東京消防庁、

隣県(埼玉、千葉)、交通事業者など

【主な検討内容】

・広域避難場所の確保

➣広域避難場所の選定・運営、情報発信など

・避難手段の確保・避難誘導
➣輸送機関・警察等への要請タイミング・方法など

⇒2019年度、検討会報告とりまとめ予定

➣各関係機関の役割分担や連携のあり方など

■ 「首都圏における大規模水害広域避難検討会」について 東京都総務局
総合防災部

検討内容 24

概 要

28年６月 中央防災会議の下に「洪水・高潮氾濫からの大規模・広域避難検討ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ」(以下「洪水・高潮WG」)
が設置される

30年３月 洪水・高潮ＷＧ最終報告の公表
➣広域避難の全体像、避難計画策定の検討手順の提示
➣本報告で示した基本的な考え方の具体化に向けた検討の推進の必要性について言及

30年６月 洪水・高潮ＷＧの最終報告を踏まえ、
都と内閣府共同で「首都圏における大規模水害広域避難検討会」を設置

主 な 経 緯
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■広域避難を考慮したマップの作成 加須市



■広域避難を考慮したマップの作成 加須市

26

■加須市北川辺地域

・地域のほとんどが５ｍ以上の浸水

・浸水継続時間も４週間

⇒地域内に留まることはできない。
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■広域避難を考慮したマップの作成 加須市

■広域避難の取り組み・検討の開始

・利根川上流河川事務所、片田敏孝特任教授※、周辺市町と検討 ※東京大学大学院 情報学環

年度 内容

Ｈ２２
・氾濫シミュレーションモデルの構築
・危機管理シミュレーションの構築

Ｈ２３
・防災リーダー研修の実施
・洪水防災ＤＶＤの作成

Ｈ２４

Ｈ２５
・広域避難計画の検討
・防災教育の試行

Ｈ２６
・利根川上流地域 広域避難マップ（案）の作成 ・勉強会の開催
・広域避難に関する行動指針（素案）の作成

Ｈ２７
・総合的な緊急時避難計画（案）の策定
・広域避難計画に関する検討、勉強会の開催

Ｈ２８
・広域避難シミュレーションによる分析
・広域避難計画に関する検討、分科会及び勉強会の開催
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■広域避難を考慮したマップの作成 加須市

■関東どまんなかサミット会議における調整・検討
• 関東４県の県境に位置する隣接自治体が相互に協力・連携することで魅力ある圏域

の形成を目指す枠組み（現構成：古河市、栃木市、小山市、加須市、野木町、板倉町）

• 平成２７年１月に災害時相互応援協定を締結

• 平成２８年５月の栃木市加入を機に協定に「避難場所、避難所の相互利用」を追加

⇒具体的検討に入るため、防災担当者会を開催。以後、継続的に協議

年度 区分 防災担当者会

Ｈ２８．７ 会議 ・担当者会で協議すべき事項の整理

Ｈ２８．１０ 会議
・広域避難マニュアル、フローの調整
・水害時における避難者受入施設の調整

Ｈ２９．６ 会議 ・広域避難マニュアル、フローの調整

Ｈ２９．７
決裁 ・水害時における避難者受入施設の決定

書面調整 ・広域避難に係るタイムライン（暫定版）の作成

Ｈ３０．１ 会議
・小山市が加入
・広域避難に係る協議
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■広域避難を考慮したマップの作成 加須市

■北川辺地域版 水害時の避難行動マップの作成（H29.3）
• 広域避難について、概ね共通理解が形成

• 広域避難に使用する避難所について、方向性が整いつつある。

⇒北川辺地域版 水害時の避難行動マップの作成

拡大
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■広域避難を考慮したマップの作成 加須市

■全市版 水害時の避難行動マップの作成（H31.3）
• 想定最大規模降雨に対する浸水想定区域図の公表

• 広域避難対策の住民周知が必要。

また、そのためのツールが必要

⇒全市版

水害時の避難行動マップの作成

拡大
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■水防学校（水防災に関する学習） 板倉町

板倉町水防学校

 開催場所
合の川水防センター

（大高島地区河川防災ステーション）

 対象
町内小学校４年生

 目的

水防災に対する理解と関心
を高めるため、見て、聞いて、
体験して、学ぶことのできる
防災教育を実施し、災害時に
は、自らの安全を確保するた
めの行動ができるようにする
ことで、地域の防災力向上を
図る。

時 間 内 容 等 講 師 等

９：００ 小学校 出発 （移動は町有バスを使用）

９：２０ 合の川水防センター到着

９：３０ 【５分】 開 校

９：３５ 【１０分】 あいさつ
板倉町
校長
利根川上流河川事務所

９：４５ 【４５分】
『流域を知る』
『マイ・タイムラインの作成』

利根川上流河川事務所

１０：３０ 【１０分】 休 憩

１０：４０ 【５０分】 『体験する』
【降雨体験車】
利根川上流河川事務所

【簡易水防工法】
板倉消防署

１組（２１名） ２組（２１名）

① 降雨体験車
↓

② 簡易水防工法

① 簡易水防工法
↓

② 降雨体験車

１１：３０ 【１５分】
ハザードマップの説明
質疑応答
アンケートの説明

板倉町

１１：４５ 【５分】 閉 校

１２：００ 合の川水防センター出発

１２：２０ 小学校 到着

取組番号３３ 小中学生を対象とした講習

水防学校スケジュール
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板倉町

 経緯と実績
平成22年5月「第59回利根川水系連合水防演習」が板倉町大高嶋地先「大高島地区河川防
災ステーション」で開催

・平成22年度 町内小学校（1校）の4～6年生とその保護者、自主防災組織の代
表者を対象に全2回開催

第１回（6月）テーマ「学ぶ」 天気を知る・流域を知る・降雨体験車による集中豪雨の体験

第２回（9月）テーマ「守る」 洪水対策の現状・施設見学・簡易水防工法の体験

・平成23年度 町内全小学校（4校）の4年生を対象として開催

以降、毎年度町内全小学校の4年生を対象に開催

・平成30年度 10月開催
• １０月１０日（水） 西小学校（４２名）

• １０月１６日（火） 東小学校（４７名）

• １０月２４日（水） 北小学校（７名）、南小学校（１４名）合同開催

–流域を知る／マイ・タイムラインの作成【利根川上流河川事務所】

–降雨体験車による集中豪雨の体験 【利根川上流河川事務所】

–簡易水防工法の説明と実践 【板倉消防署】

–ハザードマップの説明 【板倉町】

■水防学校（水防災に関する学習）
取組番号３３ 小中学生を対象とした講習
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板倉町

 流域を知る 【利根川上流河川事務所】

■水防学校（水防災に関する学習）
取組番号３３ 小中学生を対象とした講習

【講義の内容】
①利根川ってどんな川？
②わたしたちの町でおきた大洪水
③洪水と氾濫ってなに？
④洪水がおこったら
⑤「マイ・タイムライン」を作ろう
⑥おさらい

利根川上流河川事務所で実施している「出前講座」を活用し、講
師の派遣を依頼。

利根川上流河川事務所 防災対策課職員が、スライドや動画を
使って講義を実施。
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板倉町

 マイ・タイムラインの作成 【利根川上流河川事務所】

■水防学校（水防災に関する学習）
取組番号３３ 小中学生を対象とした講習

行動する内容についての
シールをそれぞれの状況を
考えながら貼っていく。

もう少し細かい内容について、
「備えの（例）」を参考にしな
がら、具体的に書く。
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板倉町

 降雨体験車による集中豪雨の体験 【利根川上流河川事務所】

■水防学校（水防災に関する学習）
取組番号３３ 小中学生を対象とした講習

時間雨量300mmの集中豪雨を体験

【準備品】
・カッパ（町で用意）
・タオル（児童各自で用意）
・着替え（児童各自で用意）

カッパを着るが、隙間から水が進入し
て服が濡れる子どももいるため、着替
えの準備は必須。

降雨体験車は１０人程を入れ替えながら行う。
（定員１２名）

降雨体験のために、水
520Lを事前に車両に
給水する。

（板倉消防署の消防車
から給水）



 簡易水防工法の説明と実践 【板倉消防署】

36

板倉町

 ハザードマップの説明 【板倉町】

■水防学校（水防災に関する学習）
取組番号３３ 小中学生を対象とした講習

ビニール袋・プランター・ブルーシートを使った
簡易水防工法

土のうとブルーシートを使った水防工法

・「色と深さの関係」、「深さの目安」、「避難場所」などの説明
・自分の家はどこにあるか、どこに逃げるかを確認
・防災啓蒙のためグッズ配布

水防学校終了後、児童と教員へ実施内容についてのアンケートを実施する。
防災グッズ



 実施に向けた関係機関との調整
• 【利根川上流河川事務所】 降雨体験車の予約状況を確認

• 【各小学校】 ４月の校長会議で実施について説明

• 【各小学校】 希望実施日について確認・調整

• 【利根川上流河川事務所】 出前講座の申込みと降雨体験車の予約・派遣依頼

• 【板倉消防署】 職員派遣依頼

• 【各小学校】 開催前に参加児童数の確認と教員との打ち合わせ

37

板倉町■水防学校（水防災に関する学習）
取組番号３３ 小中学生を対象とした講習

 役割分担・準備物品
【板倉町】

水防学校の当日運営

関係機関との連絡調整

• 児童送迎用バス

• 体験用消耗（カッパ・ビニール袋）

• 防災啓蒙用グッズ

【利根川上流河川事務所】
講義と降雨体験

• 講義で使う説明資料及び機材

• 降雨体験車

【板倉消防署】
簡易水防工法体験

• 水防工法機材（土のう・ブルーシート・バケツ等）

• 水（降雨体験車への給水・簡易水防工法）



 終了後のアンケート結果と今後の課題
参加児童へのアンケート

• 『流域を知る』について、説明内容は分かりましたか。

• 『降雨体験車』で大雨を体験して、台風の危険性が分かりましたか。

• 『簡易水防工法』の効果ややり方が分かりましたか。

• 『ハザードマップの説明』で、ハザードマップの見方が分かりましたか。

すべての項目で「分かった」との回答が多数を占める。

教員からのコメント
•実際の災害の実例をふまえて説明されていて分かりやすかった。今後も同じように続けて欲しい。

•自分達の地域を知り、防災についての知識を学ぶことは、子ども達にとって大切な学習だと思いました。

•大雨体験で自然の怖さ、すごさを実感することができたと思います。

•消防署のかたたちと実際に頭と体を使った簡易水防工法が楽しみながら体験できて良かったように思い
ます。

•実際に見たり体験したりすることで、子どもの印象に残り、実のある学びにつながると思います。

•体験することは、意識をさせるのに有効だと思いました。

•子ども達は全体的に楽しかったと言っています。

今後の課題
降雨体験が「楽しい」だけにならないよう、豪雨の「怖さ」も伝える。

各家庭でハザードマップを確認し、もしもの時の備えを考え、マイ・タイムラインを作る。
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板倉町■水防学校（水防災に関する学習）
取組番号３３ 小中学生を対象とした講習



No.34 ソフト対策／①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組
I)防災教育や防災知識の普及

■水災害の被害や教訓の伝承、防災知識の住民への周知①
江戸川区

「江東５区大規模水害対策協議会」（平成27年10月27日～平成28年8月24日）

「江東５区大規模水害避難等対応方針」策定・公表（平成28年8月24日）

広域避難の推進

早期避難の実現

垂直避難者の被害低減

大規模水害の理解促進

大規模水害発生前に区民を安全に浸水域外に避難することを理想とし、広域避難を推進します。

発災３日前に江東５区で検討を始め、発災1日前に広域避難情報を発表することを目指します。

垂直避難者の被害を低減するため、家庭での備蓄や避難時の携帯の徹底等を推進します。

江東５区の水害特性と早期避難の重要性について、様々なPR活動を行います。

「江東５区広域避難推進協議会」（平成28年8月24日～ ）

協議会委員 墨田区長・江東区長・足立区長・葛飾区長・江戸川区長

アドバイザー 東京大学大学院 情報学環 特任教授 片田 敏孝

オブザーバー 国土交通省、気象庁、東京都関係局、警視庁、消防庁、鉄道会社等（１７機関）

「江東５区大規模水害広域避難計画」及び
「江東５区大規模水害ハザードマップ」 策定・公表（平成30年8月22日）
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No.34 ソフト対策／①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組
I)防災教育や防災知識の普及

■水災害の被害や教訓の伝承、防災知識の住民への周知②
江戸川区

「広報えどがわ」へ掲載（新聞折込等による配布：9/1号、9/10臨時号）

周知用リーフレットの作成（講演会等で配布）
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No.34 ソフト対策／①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組
I)防災教育や防災知識の普及

■水災害の被害や教訓の伝承、防災知識の住民への周知③
江戸川区

◆対象：町会・自治会、各種団体、
ＰＴＡ、職員 等

◆回数：55回（平成30年8月～）
◆人数：計3,400名
◆内容：江戸川区の特性

過去の水害と対策
大規模水害対策 等

「えどがわ区民ニュース」の放映（区ホームページ及びDVDによる区民への周知）

講演会の実施（水害講演、DVD上映及びリーフレット・ハザードマップの配布）

えどがわ区民ニュース
平成30年9月1日号特集

「広域避難で命を守る」
迫りくる水害の脅威



42

水害時に行政機能を維持する施策 常総市

〇平成27年9月関東・東北豪雨において・・・
・初動期において職員が自分の役割が分からず，行政機能が麻痺。
・庁舎が浸水。完全な復旧に1ヶ月半を要した。
・非常用電源も浸水。約32時間停電状態が続いた。

〇これを受け，水害時に行政機能を維持する対策として・・・
【ソフト面】

・災害時職員初動マニュアルを策定。その中で災害発生時の「個人行動整理表」を作成し，
所属長の承認を受けるものとした。

・「地震」と「風水害」それぞれの業務継続計画（BCP）を今年度末に策定予定。
【ハード面】

・庁舎の周りに浸水板を設置できるようにし，庁舎の水害対策を行った。
・非常用電源の周りに防水壁を設置し，水害時の電源確保に関する対策を行った。

個人行動整理表 非常用電源の防水壁 庁舎の浸水板
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